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資料１
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特別民間法人、特別法人、特殊法人及び該当特例民法法人代表者 殿 
 
平素より厚生労働行政の推進にご理解とご協力を賜り感謝申し上げま

す。 
 
国家公務員の再就職に対する国民の厳しいご意見を踏まえ、これまで

閣議決定に基づき独立行政法人の役員ポストの公募（別紙１）や国家公
務員ＯＢが在籍する法人に対する補助金の削減、省庁による再就職あっ
せんの禁止等の取組を、省を挙げて進めてきたところです。 

また、こうした取組を更に進め、２月１０日には、厚生労働省から補
助金等を受けている特別民間法人及び特例民法法人であって同省からの
再就職者が５代以上続いている法人に対し、役員人事について公募の実
施を要請したところであります。 

さらに、３月２６日には、特例民法法人に対し、何らかの報酬を得て
理事長等の役員ポストに在職している70歳以上の厚生労働省の本省課長
相当職以上経験者については、今後役員等として選任しないよう検討す
ることを要請したところであります。 

しかしながら、国家公務員ＯＢの所管法人への再就職については、昨
今の行政刷新会議における事業仕分けはもとより、省独自の事業仕分け
においても厳しいご指摘をいただいたところであります。こうしたご指
摘を始め、依然として国民からの厳しいご意見がある中、私としては、
より一層の見直しをお願いしたいと考えております。具体的には、皆様
方におかれましては、下記により役員ポストの公募の実施を検討してい
ただき、これまでの国と所管法人の関わり方の疑念を払拭するための自
主的な導入をお願い申し上げます。 

なお、この際には、法人の事業規模、事業内容等法人の実態からみて
削減すべき役員ポストは削減した上で実施していただきますよう併せて
お願い申し上げます。                                 

 
記 

 
１ 公募対象者 
（１）現在、国家公務員ＯＢが役員（理事長、理事、監事（無給の者を

除く。以下同じ。））に就職しているポストについて、任期満了時及
び当該ポストに離任者が生じることとなった場合、新たな役員の選
任については公募により後任者の選考を行うこと。 

（２）新たに国家公務員ＯＢを役員に選任しようとする場合には、公募
により選考を行うこと。 

 ※ 無給には交通費など実費支給のみを受けている者は含まれるが、謝金等の報酬
が支給されている者は含まれない。 

 
２ 公募方法等 
  公募方法、外部有識者による選考委員会の設置、役員の選任に係る

留意事項については、厚生労働省発総０２１０第２号「特別民間法人
及び特例民法法人の役員公募について（別紙２）」の記３から５まで（特
例民法法人にあっては記３から６まで）を参考にして適切な方法によ
り実施すること。 

  特に、役員の選任に当たっては、行政勤務経験、行政機関との調整
力、業務についての専門知識といった観点よりも、法人の経営運営改
革を実施するという観点を重視し、候補者の潜在力に広く着目して判
断すること。 

 
平成２２年６月１８日 
 

厚生労働大臣   長妻 昭 

資料２－１ 



特例民法法人代表者 殿 
 
平素より厚生労働行政の推進にご理解とご協力を賜り感謝申し上げま

す。 
 
国家公務員の再就職に対する国民の厳しいご意見を踏まえ、これまで

閣議決定に基づき独立行政法人の役員ポストの公募（別紙）や国家公務
員ＯＢが在籍する法人に対する補助金の削減、省庁による再就職あっせ
んの禁止等の取組を、省を挙げて進めてきたところです。 

また、こうした取組を更に進め、２月１０日には、厚生労働省から補
助金等を受けている特別民間法人及び特例民法法人であって同省からの
再就職者が５代以上続いている法人に対し、役員人事について公募の実
施を要請したところであります。 

さらに、３月２６日には、特例民法法人に対し、何らかの報酬を得て
理事長等の役員ポストに在職している70歳以上の厚生労働省の本省課長
相当職以上経験者については、今後役員等として選任しないよう検討す
ることを要請したところであります。 

しかしながら、国家公務員ＯＢの所管法人への再就職については、昨
今の行政刷新会議における事業仕分けはもとより、省独自の事業仕分け
においても厳しいご指摘をいただいたところであります。こうしたご指
摘を始め、依然として国民からの厳しいご意見がある中、私としては、
より一層の見直しをお願いしたいと考えております。具体的には、皆様
方におかれましては、下記により役員ポストの公募の実施を検討してい
ただき、これまでの国と所管法人の関わり方の疑念を払拭するための自
主的な導入をお願い申し上げます。 

なお、この際には、法人の事業規模、事業内容等法人の実態からみて
削減すべき役員ポストは削減した上で実施していただきますよう併せて
お願い申し上げます。                                 

 
記 

 
１ 公募対象者 
（１）現在、国家公務員ＯＢが役員（理事長、理事、監事（無給の者を

除く。以下同じ。））に就職しているポストについて、任期満了時及
び当該ポストに離任者が生じることとなった場合、新たな役員の選
任については公募により後任者の選考を行うこと。 

（２）新たに国家公務員ＯＢを役員に選任しようとする場合には、公募
により選考を行うこと。 

 ※ 無給には交通費など実費支給のみを受けている者は含まれるが、謝金等の報酬
が支給されている者は含まれない。 

 
２ 公募方法等 
  公募方法、選考方法等については、公平性及び透明性を十分に確保

した適切な方法により行うこと。 
  特に、役員の選任に当たっては、行政勤務経験、行政機関との調整

力、業務についての専門知識といった観点よりも、法人の経営運営改
革を実施するという観点を重視し、候補者の潜在力に広く着目して判
断すること。 

 
平成２２年６月１８日 
 

厚生労働大臣   長妻 昭 

資料２－２ 



 

独立行政法人等の役員人事に関する当面の対応方針について 

 

平成２１年９月２９日 

閣 議 決 定 

 

 

 独立行政法人及び特殊法人（以下「独立行政法人等」という。）

の役員人事の在り方については、今後、独立行政法人等の抜本的な

見直しや国家公務員制度改革の議論を踏まえた上で検討を行うこ

ととしているが、それまでの間は、暫定的な措置として、以下によ

り対応することとする。 

 なお、独立行政法人の役員のうち、所管大臣が任命権を有さない

者については、各法人において以下の趣旨を踏まえた任免が行われ

るよう、所管府省から要請するものとする。 

 

１ 平成２１年９月末に任期満了等となる独立行政法人等の役員人

事 

 

(1) 所管大臣が、各法人の事業運営や役員数、報酬等について点

検を行った上で、引き続き当該役員ポストの任命が必要と判断

する場合には、内閣官房長官と協議の上、後任者の任命を行う。 

 

(2) 公務員の天下りに対する国民の厳しい批判等を踏まえ、公正

で透明な人事を確保する観点から、①現在、公務員ＯＢが役員

に就任しているポストについて後任者を任命しようとする場

合及び②新たに公務員ＯＢを役員に任命しようとする場合に

は、公募により後任者の選考を行う。 

 

(3) 公募による役員の任命は、職務内容書（ジョブディスクリプ

ション）の作成や外部の有識者による選考委員会の開催など選

考の公平性及び透明性を十分に確保するために、３か月程度の

期間をかけて（本年１２月末までに）行う。 

なお、現在役員に就任している者も含め、公務員ＯＢからの

応募も認める。 



(4) 上記の作業に伴い、９月末までに後任者の任命を行うことは

困難であることから、法人の運営に支障を生じるおそれがある

場合には、公募による後任者の任命までの間、現任者の再任に

ついて、本人の同意を条件に、認める。 

   

２ 平成２１年１０月以降に任期満了等となる役員人事 

 

上記１の取扱いに準じて、対応するものとする。 

 



                                     厚生労働省発総 0210 第 2 号 

                                     平 成 ２ ２年  ２ 月 １ ０日 

 

該当特別民間法人、特例民法法人所管部局長  殿 

 

                                         大 臣 官 房 長 

                                          （公 印 省 略） 

 

 

特別民間法人及び特例民法法人の役員公募について （抄） 

 

 独立行政法人及び特殊法人の役員人事については、「独立行政法人等の役員人事に関

する当面の対応方針について」（平成21年９月29日閣議決定）において任期満了を迎える

公務員 OB ポストを公募するとの方針が示され、この方針に基づく公募が進められていると

ころであるが、厚生労働省から補助金等を受けている特別民間法人及び特例民法法人（以

下「特別民間法人等」という｡）の役員人事についても、公正で透明な人事を確保する観点

から、公募の実施が望まれるところである｡貴職におかれては、所管の特別民間法人等に

対して、下記を踏まえ、公募の実施を要請していただくようお願いする。 

 

記 

 

１・２ （略） 

 

３ 公募方法 

（１）  公募に当たっては、当該法人のホームページ、公共職業安定所への情報提供、新

聞広告など多様な周知方法を取ること。 

     （２)  特別民間法人等のホームページにおいては、公募するポスト名、職務内容、必要

な資格・試験、勤務条件、選考方法、応募方法等を職務内容書として公表すること。 

（３)  特別民間法人等は、公募を行う場合、公募開始の１か月前までに厚生労働省あて

公募内容の報告を行うこと｡ 

     なお、厚生労働省においては、当該報告に基づき、随時、公募を行う特別民間法人

等の一覧をホームページにおいて公表することとする｡ 

 

４ 外部有識者による選考委員会の設置 

 特別民間法人等の役員の選任については、定款等に定められている評議員会等での

役員の選任議決の手続を経ることは当然であるが、選考の公正性及び透明性を確保す

別紙２ 



るため、原則として、外部有識者による選考委員会を設置し、当該委員会が推薦する役

員候補者の中から評議員会等において、役員を選任すること｡ 

   ただし、常勤の役職員数が５０人程度以下の法人にあっては、選考委員会を設置する

ことなく、評議員会等で審議することも可能とする｡ 

なお、いずれの場合においても審議の際には、厚生労働省職員及び厚生労働省出身

者は参加しないものとすること｡  

   

５ 役員の選任に係る留意事項 

 役員の選任に当たっては、行政勤務経験、行政機関との調整力、業務についての専門

知識といった観点よりも、特別民間法人等の経営運営改革を実施するという観点を重視

し、候補者の潜在力に広く着目して判断すること｡ 

 

６ 理事の定数及び常勤の理事の報酬の適正化について 

   特例民法法人の理事の定数については、「公益法人の設立許可及び指導監督基準（平

成８年９月 20 日閣議決定。以下「指導監督基準」という｡)及び「公益法人の設立許可及び

指導監督基準の運用指針」（平成８年12月19日公益法人等の指導監督等に関する関係

閣僚会議幹事会申し合わせ｡以下「運用指針」という｡）を踏まえ、当該法人の事業規模、

事業内容等法人の実態からみて、適正な数となるよう指導すること。 

   また、理事の定数については、公募対象ポスト数に見合う定数の削減に努めるよう要

請すること。 

なお、常勤の理事の報酬についても、指導監督基準及び運用指針を踏まえ、不当に高

額又は多額なものとならないよう、適切に指導すること。 

 

（別紙） 略 



（参 考） 

  

「公益法人の設立許可及び指導監督基準（平成８年９月 20 日閣議決定)（抄） 

 

４ 機関 

（１） 理事及び理事会 

①  理事の定数は、法人の事業規模、事業内容等法人の実態からみて適正な数とし、上

限と下限の幅が大きすぎないこと｡ 

     ⑥  常勤の理事の報酬及び退職金等は、当該法人の資産及び収支の状況並びに民間

の給与水準と比べて不当に高額に過ぎないものとすること｡ 

 

「公益法人の設立許可及び指導監督基準の運用指針」 

（平成８年 12 月 19 日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申し合わせ）（抄） 

  

 ４ （２） 理事の定数 

     理事の定数は、法人の事業規模から見て余りに少数であれば、法人の適正な運営

を確保することが困難になるおそれがある｡一方、余りに多数であれば、理事会の運営

が法人にとって負担になる｡いずれの場合においても、理事会の機能が形骸化し、特

定の理事の専横を招くおそれがある｡また、事業内容によっては、理事の間で職務の

分担が必要であったり、一定の有識者等を理事に加える等の配慮が必要な場合もあ

る｡このため、理事の定数は法人の事業規模、内容等に応じ、また同種の公益法人の

例等から判断して適切な数とする必要がある｡ 

    また、理事の定数に関する定款、寄附行為等における規定については、その上限と

下限が余り開きすぎていると、成立要件及び議決要件がその時々で変わる等、理事会

の運営上支障をもたらすおそれがあるので適当ではない｡ 

   

（６） 理事の報酬 

     常勤の理事の報酬が、当該公益法人の資産、収支の状況から見てあまり多額にな

ると、公益法人として行うことの許されない利益配分と見られるおそれがあり、公益事

業を圧迫する可能性もある｡また、公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実

現を目指すものであるため、税制上の優遇を受けているものであり、そのような法人に

属する理事の報酬が、社会的批判を受けるような高額なものであってはならない。した

がって、常勤の理事の報酬の単価及び合計額は、このような事態を招くような不当に

高額又は多額なものであってはならない｡ 

    なお、非常勤理事に対して旅費、日当等何らかの報酬が支払われる場合も同様であ

る｡ 
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